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日本市場へ後発的に参入 した多国籍企業の経験
ユ ニ リ ー バ,1964～2000年

桑 原 哲 也

す で に 日本企 業 が地 位 を打 ち立 てて い る 日本市 場 へ,1964年 後発 的 に参 入 したユ

ニ リーバ は,日 本 で長 期 にわ た り試 行錯 誤 を経験 した。 競争 上 の優位 性 を築 くこ と

は容易 な こ とでは なか った。

1980年 代 に入 る と,日 本 の粧業 品 企業 の東 南 ア ジア進 出が大 規模 にな った。 こう

した 日本企業 の動 きに対抗 して,ユ ニ リーバ は,日 本市 場 での地位 を確 立 す る必 要

を再認識 した。ユ ニ リーバ の グロー バル戦 略 にお け る 日本投 資の重 要性 は大 幅 に上

昇 した。 そ うした問題意 識 の下 に,ユ ニ リー バ は 日本 にお け る事業 の再 構築 を 目指

した。 そ して,慎 重 に選 ばれた製 品 ブ ラ ン ドの系列 を,日 本市 場へ 次 々 と投入 し始

めた。 しか し,そ れ らを担 当す る ブラ ン ドマ ネ ジ ャー は 日本 で は十 分 に は育 ってお

らなか った ので,本 社 は多数 の社員 を 日本 へ派 遣 しな ければ な らなか った。1980年

代 後半 か ら1990年 代 に か けて,そ の数 は非 常 に増加 した。 同時 に,日 本人 社員 の リ

クルー トと教育 訓練 に多 大な投 資 を始 め た。

1980年 代後半 か ら急 に増加 した ブ ラ ン ドの 中に は,投 入 の 当初 は失 敗 す る もの が

多 か った。 こ う した経 験 をユ ニ リーバ 社員 は,短 期 間 に集 中的 に した。 それ は,

1980年 代 後半 か ら定 期採用 で入 社 した 日本人 社 員を 中心 とす るユニ リー バ社員 が 日

本 の消費者 と競 争者 に たいす る理解 を深 め,学 習を重 ね,ブ ラ ン ド・マネ ジメ ン ト

を組 織的 に展 開す る能力 を作 り上 げ るプ ロセ スであ った。

1990年 代半 ばに入 る と,日 本 市場 におい てユ ニ リーバ は粧 業 品分野 で成 功 を収 め

るよ うにな った。成功 す るブラ ン ドの数 は増 加 し,日 本 にお け るユ ニ リーバ の地位

は確 立 されて い った。

キー ワー ド ユ ニ リーバ,後 発 的参 入,ブ ラ ン ド・マネ ジメ ン ト,

国際人 的資源 管理

1課 題 と 視 角

後発参入企業としてのユニ リーバ

多国籍企業の対日進出は,す でに19世紀末以降,第2次 世界大戦 中の一時的な中断はある

ものの,長 期的に見れば連続的に増加 してきた。1930年 時点で,世 界500位 以内にはいる鉱

工業企業(総 資産額基準)で 日本企業23社 を除 く477社 のうちに29社 が,日 本に事業基地を
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1)
持 っていた。多国籍企業の対 日投資は,第2次 大戦後再び増加を始めた。そして,外 資自由

化が段階的に始まる1967年 時点では,世 界の鉱工業企業(売 上基準)上 位500社 のうち日本

企業43社 をのぞく457社 のうち,日 本 に事業基地を持つ ものは133社 を数えた。そのうちの製

造基地を持つ ものは,104社 である。2002年 時点では,鉱 工業企業(売 上基準)上 位500社 の

うち日本企業108社 を除 く392社 のうち,176社 が 日本で事業基地を所有 している。 このよう

な対 日投資企業は,そ の大半が,新 製品を持って日本市場へ参入 してきた。その優位性は,

製品技術にあった。 しか し,日 本企業がすでに地位を確立 している製品分野へ参入 してきた

ものも少数ではあるが存在する。すなわち日本市場へ後発的に参入 してきた多国籍企業 もあ

る。本稿で取 り上げるユニ リーバは,そ うした後発的参入企業の代表的な ものである。

先行研究の検討

ユニ リーバの歴史的研究は数多い。 しか し,対 日戦略を説明した研究は少ない。戦前にお

けるユニ リーバについては山内昌斗の研究があ り,戦 後 については,ジ ェフリー ・ジョーン
2)ズ(

GeoffreyJones),末 包厚喜の研究がある。山内は,尼 崎工場の石鹸生産の経験を,日 本

で収集できる限 りの資料を用いて説明 している。ジェフリー ・ジョーンズは,1960年 代から

1980年 代にかけてのユニ リーバ本社の戦略と組織の変化を主 として説明 しつつも,日 本事業

の不安定な経過を説明に及んでいる。また,末 包は,ユ ニ リーバの優位性 をマーケティング

知識に求め,そ の内容 と日本への移転のプロセスを説明 している。本稿は,こ れらの研究を

踏 まえたうえで,後 発参入企業 としてのユニ リーバが試行錯誤を経て,ど のように日本市場

における地位を確立 していったのかという疑問を解明する。

分析の視点

本稿は,ユ ニ リーバの日本市場における,日 本の競争者に対する組織能力を形成するに至

る試行錯誤のプロセスを追及する。同社 は,グ ローバル戦略における日本投資の位置づけを,

1980年 代に入 って高めていった。そのもとで,製 品戦略を積極的に拡大 し,そ のブラン ド・

マネジメントの担い手としての日本人社員の能力の開発を通 して,日 本市場における地位を

確立 していった。 このようなユニ リーバの行動を,同 社の国際人的資源管理の一部を構成す

る日本人社員の能力開発に注 目して説明する。すなわち,第1,ユ ニ リーバが 日本における

競合企業の競争力の認識を適確 に行 うようにな り,第2,そ れに対抗できる組織能力を作る

ために,日 本人社員の リクルー トと能力開発 に投資を大規模に行 う必要があることに気づき,

第3に それを実行 していったプロセスに注 目する。本稿はこうした観点か ら,ユ ニ リーバが

試行錯誤を経て 日本において組織能力を確立 していったプロセスを説明する。
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取 り上げる時期

ユニ リーバはその対 日直接投資において,戦 前以来の長い経験を持つ。同社の対 日投資は

すでに第一次世界大戦前,そ の前身企業 リーバ ・ブラザーズによって開始されていた。 もっ

とも同社はその後,日 本か ら撤退 し,1964年 に再参入 して来た。本稿の取 り上げるその時期

は,1964年 の豊年製油との合弁企業,豊 年 リーバ㈱の設立の時期から,日 本市場においてそ

の地位を確立す る2000年 までを対象 とする。

資 料

本 稿 で用 い る資 料 は,1984年 ま で は ユ ニ リー バ ・ア ー カ イ ブ ス の 資料 を 中心 と し,そ の 後

の 出来 事 に つ い て は,ユ ニ リー バ ・ジ ャパ ンの 内 部 記 録,お よ びユ ニ リー バ の 日本 事 業 の 経
3)

営 当事 者 へ の イ ンタ ビ ュー記 録 を 中心 と して い る。

2ユ ニリーバの国際化と日本市場への参入

2.1ユ ニ リー バ の対 日進 出の 歴 史 的 背 景

ユ ニ リー バ は,1929年 設 立 され た。 イ ギ リス の 石 鹸 事 業 を 中 心 と す る リーバ ・ブ ラザ ー ス

会 社(LeverBrothersLtd.)と,オ ラ ンダ の マ ー ガ リ ン メ ー カ ー で あ っ た マ ー ガ リ ン ・ユ ニ

会 社(MargadneUnie)が,合 併 して 発 足 した 。 そ れ ま で は,両 社 は 油 脂 原 料 の 買 付 で 競 合

す る と と も に,主 力 製 品 は互 い に異 な って い た もの の,製 品 分 野 の一 部 で は競 合 して い た。

リーバ ・ブ ラ ザ ー ス が石 鹸 か らマ ー ガ リ ンへ 参 入 す る一 方 で,マ ー ガ リ ン ・ユ ニ の 前 身 会 社

が マ ー ガ リ ンか ら石 鹸 へ進 出 して い た。 つ ま り,両 社 は,同 じ製 品 市 場 で 競 合 が進 行 して い

っ た の で,協 調 す れ ば利 点 が え られ る 可 能 性 が あ った 。 ま た,上 で の べ た よ う に共 通 の 原 料

を 用 い て い た の で,両 社 の統 合 に よ り原 料 市 場 に お け る相 場 の 安 定 が可 能 と な る とい う利 点

も あ った。 国 際 化 の進 展 に つ い て は,す で に リー バ ブ ラ ザ ー ス は,世 界 各 国 で 石 鹸 工 場 を所

有 し,原 料 調 達 の た め に ア フ リカ で,椰 子 の プ ラ ンテ ー シ ョン を所 有 す る な ど,主 と して英

国 の 植 民 地 を 中心 と して,石 鹸 事 業 を 垂 直 的 に統 合 して い た。 ま た,マ ー ガ リ ン ・ユ ニ は,

オ ラ ンダ の マ ー ガ リ ン メー カ ー の バ ンデ ンベ ル ヒ ・ア ン ド ・ユ ル ゲ ンス(VandenBergh&

Jurgens)同 国 の ハ ル トッグ(Hartog)の 食 肉部 門,お よ び 中央 ヨー ロ ッパ の マ ー ガ リン メ ー

カ ー の シ ヒ ト(Schicht)の 合 併 に よ って 成 立 した 企 業 で あ り,オ ラ ン ダ,ド イ ツ,中 央 ヨ

ー ロ ッパ
,イ ギ リス で 大 規 模 に事 業 を 行 って い た 。 ユ ニ リー バ の対 日投 資 につ い て は,1925

年,前 身 企 業 の リー バ ・プ ラザ ー ス が 神 戸 に設 立 した石 鹸 販 売 会 社 の リー バ 兄 弟 会 社 を 通 じ

て す す め られ つ つ あ っ た。

と こ ろ で,ユ ニ リー バ の前 身 企 業 は,す で に1905年,日 本 に対 して 石 鹸 「ラ イ フ ボ イ

(Lifebuoy)」 の 輸 出 を 始 め て い た。 日本 に お け る 輸 入 代 理 店 は ライ オ ン歯 磨 ㈱ の 前 身 企 業
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である小林富次郎商店であった。 日本政府の石鹸輸入関税の引き上げの動きが生 じる中で,

1909年 ユニ リーバは,日 本に石鹸工場を建設することを決定 した。同工場から,ユ ニ リーバ

は石鹸を日本のみならず中国へ供給することを企てた。

翌1910年,尼 崎に石鹸工場を着工 し,1913年 完成 した。尼崎工場は,第 一次世界大戦中の

1915年 に始まる会計年度(1915年7月 ～1916年6月)か ら1919年7月 に始まる会計年度まで

の4鯛 純利益を上げ鳩 その前も,そ の後も赤字であ。鶏

当初よ り,日 本の石鹸企業 との競争は厳 しかった。 日本に派遣 した経営者の能力の問題や,

尼崎工場のス トライキの発生などの問題を抱え,大 戦後の不況下で業績は著 しく低下 した。

赤字が累積増加する中で,1925年,リ ーバ ・ブラザースは,神 戸瓦斯会社に尼崎工場を売却

した。なお,こ れより先の1923年,す でに上海に石鹸の新工場を建設 したので,日 本から中

国への石鹸供給の必要はな くなっていた。

尼崎工場の売却とともに,リ ーバ ・ブラザースは,日 本市場への接近を再び輸出戦略で行
5)

うことになった。すなわち,上 述 したように1925年 神戸に,直 営の販売会社 として,リ ーバ

兄弟商会を設立 した。その担当者は,従 来の リーバ ・ブラザースの従業員で,長 らく神戸で

同社の営業を担当 していたイギリス人である。同社は 「ラックス(Lux)」 を始めとする石鹸

を輸入 し,日 本の流通業者に販売 した。売 り上げは小規模であり,不 安定でもあった。1930

年代に入ると,国 産品愛用運動が高まる中で,リ ーバ石鹸の売れ行きは悪 くなり,1934年 リ

ーバ兄弟商会は解散 し
,ユ ニ リーバは日本から撤退 した。

その後 も,ユ ニ リーバは,日 本市場に注意を払い続けた。1937年 には,日 本の石鹸工業を

調査するとともに,日 本における販売の可能性を調査 した。それか ら10年後,す なわち敗戦

直後の1947年 には早 くもユニ リーバは,日 本市場の調査に乗 りだ した。同年10月,ユ ニ リー

バ社員が,広 島県の岩国の米軍基地に飛来 した。列車で東京 に向い,東 京を拠点に,日 本に

おける事業機会を調査 した。そ して,花 王石鹸,豊 年製油,三 菱化学などを訪問 し,合 弁計

画の可能性を探索 した。

2.2豊 年 リーバの設立

1952年9月,ア メリカ,イ ンディアナ州ラファイエ ット(Lafayette)で 開かれたアメリカ

大豆協会年次大会で,ユ ニ リーバで油脂原料調達を担当す るデビッド・オアー(DavidOrr)

は,豊 年製油の平野光雄と再会 した。平野は昭和のはじめに豊年のロンドン駐在員 として,

油脂原料を販売 していたが,オ アーとはそのとき以来の友人であった。両者は,旧 交を温め

る中で,会 話はユニ リーバ と豊年製油の合弁事業の計画 に及んだ。同年,1952年 の11月 か ら

1953年1月 にかけて,ユ ニ リーバは,一 人の管理者を派遣 し,豊 年 との合弁企業計画につい
6)

て調査をさせた。
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1856年 には,豊 年製油 との合弁計画を作成 した。 しか しそれは,外 部に漏れるところとな

った。 これをめぐって,日 本の油脂 メーカーの団体は反対意見を表明 した。業界でユニ リー

バの対 日投資に対する反対運動が激 しくな り始めたので,表 面上いったんはその計画を中断

した。その間 も,ユ ニ リーバと,豊 年製油は,合 弁事業の実現に向けて努力をつづけた。合

弁会社の目的は,豊 年製油か ら植物油を調達 して,家 庭用マーガ リンおよび業務用油脂を作

ることであった。政府関係者と人脈を持ち,業 界において影響力がある豊年の平野を,日 本

市場への参入を成功させるために必要不可欠な人物 として,ユ ニ リーバは高 く評価 していた。

1961年 ユニ リーバは,豊 年製油とともに日本政府に,合 弁事業計画の認可を正式に申請 し

た。 これとともに日本の油脂業者の反対運動 は一段 と激 しくなり,申 請の許可は しばらく棚

上げにされた。外国企業に敵対的な環境の中で,ユ ニ リーバは,植 民地的支配を持 ち込むこ
7)

とはしないことをあえて強調するなど腐心 した。こうしたなかで,日 本政府は,日 本経済の

発展 と国際的な統合の深まりの中で,そ の合弁計画を承認する決定を下 した。迂余曲折を経

て,1964年,豊 年 リーバは設立 された。(豊 年 リーバは,1977年 日本 リーバ ・イ ンダス トリ

ーズに,1982年 日本 リーバ(株)に,2005年 ユニ リーバ ・ジャパ ン(株)に社名を変更 した。本

稿では,記 述対象 とする時期に使われていた社名を表記する。)そ れはマーガ リンをは じめ

とする食用油脂事業を目的とするもので,資 本金15億 円,豊 年製油55パ ーセン ト,ユ ニ リー

バ45パ ーセン トの出資比率で設立された。社長には,平 野光雄が就任 し,取 締役6名 のうち

3名 はユニ リーバか ら,3名 は豊年製油から送 り込まれた。 しか し設立の条件 として,合 弁

会社の活動を厳 しく制約する内容をのまなければな らなかった。同社の設立の条件は,業 界

の圧力 によって厳 しく規制されたのである。 それは,日 本マーガ リン工業会の要求を入れた

もので,同 業企業か らの人材のスカウ トを禁ずる条項や,当 面のマーガリンのマーケットシ

ェアを上限10パ ーセ ン トに しなければならないといった条項がもりこまれていた。

ユニ リーバは,上 に述べたように豊年 リーバの少数持分者であったが,そ の後,持 分を増

や し,豊 年 リーバの経営の主導権を握っていった。それは,合 弁会社の立ち上が り時期の資

金需要 に,豊 年が応 じることができな くなったことをきっかけに進め られた。当時,豊 年の

業績は急速に低下 しており,豊 年は合弁事業への関心 をすでに失 っていた。1967年3月,ユ

ニ リーバは豊年製油の持ち株を買い取 り,持 分は70パ ーセ ントとな り,合 弁会社 における支

配権を確立 した。 その後,ユ ニ リーバの出資比率は1974年 に80パ ーセ ント,1983年95パ ーセ

ント,1985年98パ ーセン トへと高まり,1986年 に100パ ーセン トとなった。 この間の1973年

まで,ユ ニ リーバは豊年出身の平野を,日 本の政財界 におけるかれの地位を重視 して合弁会

社の社長にすえ続けた。
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3食 用油脂事業の試行錯誤

3.1マ ーガリン市場への参入

ユニ リーバの製品群のうち,日 本市場への参入 はまず家庭用マーガリンを中心 とす る食用

油脂で始 まった。食用油脂の需要は,食 生活の洋風化が進むなかで,そ の成長が見込まれる

と考えられていた。そして,ユ ニ リーバは製品技術に優位性があるので,そ れに基づいて日

本での地位を容易に確立できると考えていた。ほかの国における経験と同じように,日 本で

も地位をすみやかに確立できると考えていた。 こうした考えに基づいて,清 水工場は大規模

な ものとなった。1965年12月,豊 年 リーバは,静 岡県清水市 に清水工場を完成 した。翌年

1966年1月,ま ずラー ドやショー トニングなどの業務用油脂の販売を,つ いで9月 消費者向

け 「ラーマ」マーガリンの販売が始まった。マーガ リン市場への参入に際 しては,営 業部隊

は小売店を訪問 し,店 頭に置かれているブランド名,仕 入先の問屋名などを全国的に調査 し
8)
た。販売地域は,生 産が軌道に乗るに従い,当 初の東海地方から,5つ の営業地域に分けら

れた全国市場へと順次拡大 されていった。

3.2マ ー ケ ッ トシ ェア の 頭 打 ち

1970年 に は,豊 年 リー バ は,マ ー ガ リ ン市 場 にお い て14パ ー セ ン トの シ ェ ア を確 保 して い

た 。(表1)し か しそ こ で豊 年 リー バ の シ ェ ア は 壁 に ぶ つ か っ た。 そ の て い どの マ ー ケ ッ ト

表1家 庭 用 マー ガ リン市場 にお ける豊年 リーバの シェア

単位,%

全国販売量
(トン) 豊 年 リーバ 雪印乳業 味 の 素 明治乳業 その他 合計

1970 42,000 14.3 61.9 3.6 23.8 100

1971 44,000 13.6 63.6 9.8 3 13 100

1972 45,000 16 64.4 14.4 2.2 5.2 100
1973 48,000 14.2 62.5 17.7 3.3 5.6 100
1974 56ρ00 15.2 58.9 17.9 5.4 8 100
1975 60,500 14.9 56.2 19.8 6.9 9.1 100
1976 70,000 15.7 52.9 21.4 7.1 10 100
1977 66,000 15.2 50 212 10.6 13.6 100
1978 72,500 15.2 48.7 21.2 12.4 14.9 100

1979 77,000 16.2 47.7 20.9 13 15.2 100
1980 79,500 17.4 47.5 20.8 11.9 14.3 100
1981 90,000 18.2 46.2 20.1 ll.7 15.5 100
1982 91,300 19.6 45.6 19.6 11.5 15.2 100
1983 90,300 192 46.1 19.5 lL6 15.2 100
1984 92,700 18.7 44.9 19.5 12.4 16.9 100
1985 84,300 18.5 45.1 192 14 17.2 100

資料 日刊経済通信社 『酒類食晶統計年報』各年。
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シェアでは清水工場のキャパ シティを十分に活用することはできなかった。 日本企業は,豊

年 リーバにとって手ごわい競合相手であることがわかってきた。競争者はユニ リーバのマー

ガ リン技術を速やかに吸収 し,競 合品を間髪入れずに市場へ投入 してきた。たとえば,1967

年3月,ユ ニ リーバは,日 本の消費者にとっては新製品であったソフ トマーガリン 「ラーマ
9)

ソフ ト」のテス ト販売を,東 海地区で開始 した。ついで翌1968年3月 に,関 東,関 西,山 陽

四国,九 州地区へと販路を拡大 した。東海地方における 「ラーマソフト」のテス ト販売が始

まると,雪 印乳業の営業担当者は,ク ーラーを携行 して,「 ラーマソフ ト」を小売店で買い

集め,そ れを持ち帰 り,研 究 し,数 か月後に,ソ フ ト・マーガ リンを開発 した。そしてラー

マの全国販売と時を同 じくして1968年3月 「ネオソフ トマーガ リン」のブランド名をつけて,

販売を開始 した。 こうした迅速で組織的な 日本企業の追従行動を,ユ ニ リーバは予測 してい

なかった。いったん同一性能の製品を開発 した競合企業は,流 通 における圧倒的に強い地位

を利用 して豊年 リーバのシェアを押えにかかった。

本社か ら派遣 されたマーケティングの取締役は,常 時駐在 していた。 しかし,日 本の競争

者の組織能力を必ず しも理解 していないきらいがあった。そうした事情の下で,組 織的なマ

ーケティングの展開は容易なことではなかった。

3.3マ ー ガ リ ン事 業 の て こ入 れ

1978年,ユ ニ リー バ は,日 本 にお け る主 力 事 業 で あ る 「ラ ー マ」 マ ー ガ リ ン事 業 を 強 化 す

る た め に,5力 年 計 画 を立 て た。 「ラ ー マ ・コ ン ソ リデ ー シ ョ ン戦 略 」 と名 づ け られ た そ の

計 画 は,マ ー ケ テ ィ ン グ担 当取 締 役 の 三 坂 直 孝 が 中心 とな って,ユ ニ リー バ 本 社 の 食 用 油 脂

調 整 委 員会(FatsCoordinationCommittee)の 責 任 者 の フ ロー レス ・マ リア ス(FrolesMarijas)
10)

の支持の もとに開始 された。それは,「 ラーマ」のブラン ドを確立す ることを目標 として,

消費者ニーズの調査,製 品開発,製 造加工,マ ーケティング,広 告,営 業 にわたる全部のプ

ロセスを組織的に展開する能力を作 り出す ことを力点に置いたプロジェク トであった。 この

組織戦略を三坂は,職 能横断的に,ま た現場の担当者を巻き込んだ運動 として推進 していっ

た。各種の ミーティングを定期的に開催 して,「 ラーマ」 ブラン ドの確立を 目指 して全社員

を教育 した。 とりわけ,営 業担当者に対 して,問 屋への販売促進金(TemporaryPriceRe-

duction,TPR)と しての リベー トを過度 に用いることによってもた らされる問題点について

理解を深めることに力を注いだ。競争者に対抗 し,「ラーマ」を優先的に流通企業へ売 り込

む ことに気をとられて,TPRを 過度に使用す ることが,流 通在庫をもたらし,小 売店 にお

ける製品価格の下落をもた らし,損 失を結果す ることを説明した。営業の量的拡大が,ブ ラ

ンド価値を掘 り崩 し会社全体の利益に逆の効果をもた らす ことがあることを説明 した。
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3.4「 ラ ー マ 」 マ ー ガ リンの 一 時 的好 転

「ラー マ ・コ ン ソ リデ ー シ ョ ン戦 略 」 が 推 進 さ れ る 中で,「 ラ ー マ」 の シ ェア は,1981年

表2ユ ニ リーバの 日本事 業 の売上 高,利 益,累 積 損益

単位100万 円

売 上 高 利 益 累積損益 備 考
ユ966 432 一834 一834

1967 1,139 一586 一1
.420

1968 1,884 一448 一1
,868

1969 2,646 一119 一2
,068

1970 2,900 一397 一2
,365

1971 3,088 一109 一2
,474

1972 3,877 207 一2
,267

1973 n.a n.a n,a 資本金全額を減資
1974 n.a n.a n.a

1975 10,300 10 n.a

1976 12,590 一350 n.a

1977 14,580 一1
,400 n.a

1978 16,520 一1
,330 n.a

1979 19,920 一1
,520 n.a

1980 21,100 一2
,980 n.a

1981 22,220 一810
n.a

1982 22,370 一1
,170 n.a

1983 22,230 一1
.800 n.a

1984 23,875 一2
.955 n.a

1985 30,000 n.a n。a

1986 41,500 n.a n.a

1987 60,000 n.a n.a

1988 70,000 n.a n.a

1989 85,000 na n.a リプ トンを連結

1990 85,000 n.a n.a

1991 85,000 n.a n.a

1992 85,000 n.a n.a

1993 90,000 n.a n.a

1994 90,000 黒字 n.a

1995 90,000 黒字 n.a

1996 90,000 黒字 n.a

1997 90,000 黒字 n.a

1998 85,000 黒字 黒
1999 97,000 8,575 黒
2000 100,000 6,721 黒

資料1売 上高 について。
1966～1972年 は,"JapanRefinancingProposal,1974",Japan,VistReports,1913-,UNI/RMIOC(UnileverAr・

chives)

1975～1984年 は,"StrategyforJapan,July1984",Japan,VistReports,1913-,UNIIRM/OC(UnileverArchives)

1985年 以 降 は,東 洋経 済 新 報 社 『外 資 系 企 業 総 覧 』 に よ る。1987年 以 降 の売 上高 は,グ ル ー プの 売 上 高 。

2.利 益 に つ い て 。

1966-72年 は,営 業 利 益(tradingprofit)。``JapanRefinancingProposal,1974",Japan,VistReports,1913-,UNI/

RM/0C(UnileverArChives)

1975～1984年 は,TRIP(TradingProfitAfterhnfiationProved)で あ る。"StrategyforJapan,July1984",Ja-

pan,VistReports,1913-,UNIIRM10C(UnileverArChives)TRIP=営 業 利 益 一 運 転 資 本x予 想 イ ン フ レ

率。 運 転 資 本=流 動 資 産 一金 融 取 引 を 除 く流 動 負 債

1984年 のTRIPは,予 測 値 で あ る。

1999,2000年 は,東 洋 経 済 新 報 社 『外 資 系 企 業 総 覧 』 各 年 に よ る。 数 値 は 申告 所 得 で あ る。

1994-1998年 は 末 包 厚 喜,「 ブ ラ ン ド ・マ ネ ジ メ ン ト組 織 の ナ レ ッ ジ移 転 に 関 す る研 究 一 ユ ニ リー バ の対 日

進 出 を 中 心 と して,1964-2000-」(神 戸 大 学 大 学 院 経 営 学 研 究 科 課 程 博 士 論 文,2007年3月 。 巻末 資 料

(松 下 勝 氏,畔 柳 文 雄 氏 談,2006年2月15日),に よ る。

3.累 積 損 益 につ い て。

191鷹`モも
,掬繍 至署羅 雷稀舞}9搬 騨(欝鍛 曝撫 蹴 弓羅 、(繍艇籠

よ る。
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18パ ー セ ン ト,1982年20パ ー セ ン トへ と高 ま った 。 マ ー ガ リ ン需 要 は 伸 び て い た の で,「 ラ

ー マ 」 の 売 り上 げ は 増 え て
,「 ラー マ」 事 業 は1981-1983年 の3年 間 は黒 字(営 業 利 益 に お い

て)と な った 。 しか しそ れ は一 時 的 な 成 果 に と ど ま っ た。1984年,日 本 の マ ー ガ リ ン需 要 は

ピー ク に 達 し,成 熟 段 階 に入 った。 同 年,三 坂 は 「ラ ー マ」 事 業 を 離 れ て,リ プ トン ・ジ ャ

パ ンの社 長 と して 転 出 した。 そ う した 中 で,「 ラ ー マ」 事 業 は再 び 赤 字 とな っ た。 日本 リー

バ は,依 然 と して組 織 的 な マ ー ケ テ ィ ン グ能 力 を構 築 して は い な か っ た の で あ る。

3.5不 安定な業績

業務用油脂では,毎 年黒字 を計上 していたが,上 に述べたように主力製品であるマーガ リ

ンの成績は上が らなかった。 その結果,食 用油脂事業全体では赤字が続いた。当初の計画に

反 して,ユ ニ リーバは,日 本市場においてマーガ リン事業の存立基盤を確立することができ

なかったのである。1970年 代後半にはいると,1972年 以来のラックス石鹸の販売に加えて,

粧業品分野で新規事業が増え始めた。 この粧業品事業への投資の増加とともに,ユ ニ リーバ

の赤字は増加 していった。(表2)

その間の1974年 には,資 本金15億 円を減資 して,い ったん資本金をゼ ロとし,22億 円を新
11)

たに資本金として注入 した。

4対 日戦略の再構築

4.1ユ ニ リーバにおける日本事業の位置づけの高まり

1970年 代後半に入 ると,ユ ニリーバは,グ ローバルな範囲での市場獲得競争の激化の中で,

日本事業が もつ戦略的な重要性を認識するようになった。事実,日 本市場は米国市場に次 ぐ

規模を持つようになってすでに10年以上を経過 していた。多国籍企業の対日直接投資は増加

の一途をた どってお り,そ うした中で,グ ローバル市場でライバルとして台頭 してきたP&G

が 日本で も積極的に活動を行 っていることも看過するわけには行かなかった。 日本政府の

外資政策 も,積 極的受け入れに傾いてきた。 こうしてユニ リーバにとって日本市場がもたら

す機会をつかむことはますます重要となっていた。

当時ユニ リーバにおける日本事業の地位は,ユ ニリーバ全体の売上の1パ ーセン トに満た

なかった。 こうした事態に甘ん じることはできないと,1970年 代末から1980年 代にかけて,

ユニ リーバ経営陣は痛感するようになった。そ して,グ ローバル戦略における日本事業の優

先順位を高めた。 日本市場への関心は,ア メリカ市場への関心に次 ぐほど大きなものになっ

た。それは,上 に述べたように,日 本が市場の大規模であることにかんがみて,ユ ニ リーバ

における日本の地位は小 さすぎることに問題意識が注がれたのみならず,日 本企業によるグ

ローバル戦略の進展に対する注意が高まったことによる。すなわち日本の有力な粧業品企業
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は,日 本で獲得 した利益を,ユ ニ リーバが長年にわたり支配的地位を獲得 してきた東南アジ

ア市場へ投下 し,参 入 してきた。 こうした日本企業の国際化の動きが見 られる一方で,グ ロ

ーバルな範囲で全面的な競争者 となっているP&Gが ,上 述 したように日本市場において,

さらには東南アジア市場において も,積 極的な直接投資を続けていることを,ユ ニ リーバは
12)

放置できないと考えた。

日本市場の重要性は再認識 され,日 本事業に高い地位が与え られるようになったのである。

こうした認識の下に,1980年 代前半に入 ると,日 本事業の再構築をおこなうために,新 たな

製品戦略が企てられた。

4.2粧 業品事業の拡大

1980年 代にはいって新製品の導入が積極的に行われるようになった。注目すべきは,従 来

の食品中心の事業展開が変化 し,粧 業品中心へと急速に傾いてきたことである。 日本の粧業

品市場は,成 長の段階にあった。粧業品への参入の動 きを,投 入ブランド数(ブ ラン ド投入

数は,ブ ラン ド投入プロジェクト数を表 し,新 規導入 ブランド,改 良 ブラン ド,ラ インエク

ステ ンションを含む)で 確認 してみよう。1972年 にユニ リーバは,「 ラックス」石鹸の販売

権を従来の輸入代理店の ドッドウェル商会(Dodwe11&Co.)か ら取 り戻 して,自 ら販売を始

めた。それを契機にユニ リーバの粧業品事業は始まり,そ の分野のブラン ド投入数は,1980

年代後半 に入ると急増 した。(表3)1987年 には6ブ ランドの粧業品を投入 し,1997年 には

年間で17ブ ラン ドを投入 した。1987年 か ら2000年 の14年 間の投入ブランド数は合計で170を

数え,1972年 か ら2000年 の29年 間の投入ブラン ド数合計199の86パ ーセン トを占めた。

4.3冷 凍食品市場への参入

食品分野の多角化はすでに1970年 代半ばから後半にかけて,ア イスクリームが検討 されて

いた。世界最大のアイスクリームメーカーであるユニ リーバにとって,日 本 におけるアイス

クリーム市場への参入は,重 要な課題 とされ,1970年 代半ばに既存企業の買収による参入が

検討 された。 しか しそれは実現 しなか った。 日本における既存企業の買収による事業多角化

は,そ の後に課題となる組織統合の難 しさを考えると容易には踏み込めなかったと考えられ
13)
る。

ユニ リーバの主力事業の食用油脂は前述 したように,1980年 代半ばに成熟段階に入 った。

こうした問題に直面 して,新 分野への参入が一段 と積極的に模索された。たとえばサラダ ド

レッシング事業,ハ ンバーグの素といった新製品への参入が企てられた。 しかし,い ずれ も

進捗を見なか った。そうした試行錯誤のなかで,冷 凍食品へ参入 し,そ れを食品事業の柱に

することが計画 された。ユニリーバは冷凍食品の2つ の大規模なグローバル ・ブランドを持
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表3ブ ラ ン ド投 入数(リ プ トンを除 く)

護 食 品 粧業品(石 鹸/
洗剤/香 粧品) 合 計

油 脂 冷凍食品 その他 小 計
1964 0 0 0 0 0 0

1965 0 0 0 0 0 0

1966 4 0 0 4 0 4

1967 2 0 0 2 0 2

1968 3 0 0 3 0 3

1969 1 0 0 1 0 1

1970 1 0 0 1 0 1

1971 0 0 0 0 0 0

1972 2 0 0 2 1 3

1973 2 0 0 2 1 3

1974 5 0 0 5 2 7

1975 2 0 0 2 0 2

1976 0 0 0 0 3 3

1977 0 0 0 0 3 3

1978 1 0 0 1 3 4

1979 0 0 0 0 5 5

1980 1 0 0 1 2 3

1981 1 0 1 2 3 5

1982 0 0 0 0 0 0

1983 5 0 0 5 1 .6

1984 7 0 1 8 2 10

1985 1 0 0 1 1 2

1986 4 0 1 5 2 7

1987 3 0 1 4 6 10

1988 0 1 0 1 4 5

1989 4 5 0 9 10 19

1990 2 4 1 7 11 18

1991 10 3 3 16 8 24

1992 3 1 0 4 13 17

1993 5 8 2 15 12 27

1994 4 0 0 4 16 20

1995 3 0 0 3 16 19

1996 3 0 0 3 16 19

1997 0 0 0 0 17 17

1998 1 0 0 1 12 13

1999 0 0 0 0 17 17

2000 1 0 0 1 12 13

合 計 81 22 10 113 199 312

資料 末 包厚喜,2007年,巻 末 資料(原 資料 は,日 本 リーバ蹴 『Leゼs』(社内報),各 号。)

って い た 。 そ れ は英 米 を 中心 に英 語 圏 で 売 られ て い る 「バ ー ズ ア イ 」(BirdsEye),お よ び
14)

ヨー ロ ッパ 大 陸 市 場 に お け る 「イ グ ロ」(lgro)で あ っ た。 日本 市 場 向 に 「イ グ ロ」 ブ ラ ン

ドの 冷 凍 食 品 が 選 ば れ,1988年 に投 入 され た 。 そ の ブ ラ ン ドの投 入 数 は,同 年 か ら1993年 に

か け て合 計22を 数 え た。
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表4日 本 へ の派遣 社員

単位,人 数

director(chaimlanを 含 む)(12月 末)と その 専 門分 野 非director

の

派 遣 社員 数

合 計
丘na礁ce technology englneenng marketing sales 小 計

1964 1 2 3 n.a n.a

1965 1 2 3 n.a n.a

1966 1 2 3 n。a n.a

1967 1 1 1 3 n.a n.a

1968 1 1 2 n.a n.a

1969 1 1 2 n。a n.a

1970 1 1 1 3 n.a n.a

1971 1 1 1 3 n.a n.a

1972 1 1 2 n。a n.a

1973 1 1 2 n。a n.a

1974 1 2 3 n.a n.a

1975 1 2 3 n。a n.a

1976 1 2 3 n。a n.a

1977 1 3 4 n.a' n.a

1978 1 3 4 1 5

1979 1 3 4 1 5

1980 1 3 4 1 5

1981 1 3 4 1 5

1982 1 1 2 4 1 5

1983 1 1 2 4 2 6

1984 1 1 4 6 3 9

1985 1 1 3 5 4 9

1986 1 1 3 5 4 9

1987 1 1 5 7 ? 14

1988 1 6 7 18 25

1989 1 6 7 23 30

1990 1 6 7 42 49

1991 1 6 7 36 43

1992 1 1 5 7 20 27

1993 1 1 5 7 16 23

1994 1 1 3 5 18 23

1995 1 1 3 5 18 23

1996 1 3 4 18 23

1997 4 4 15 19

1998 3 3 13 16

1999 3 3 8 11

2000 3 3 6 9

資料 ユニ リーパ ・ジ ャパ ン㈱ 人事課 資料

4.4派 遣社員の急増

1980年 代後半の多数の新規ブラン ドの投入にさいして,多 数の派遣社員が必要 とな った。

とりわけマーケティング分野で日本人社員が十分に養成されておらなか ったので,派 遣社員
15)

の数は急増 した。1986年 には9名 であった派遣管理者は,1990年 には49名 に増加 していた。

同年7名 の取締役の担当分野(代 表取締役の場合は出身部門)の 大半は,マ ーケティングで

あった。(表4)こ の事実か ら推測すると,派 遣社員の大半がマーケティングの担当者であ
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っ た と推 測 され る。

4.5大 学新卒者の定期採用の開始

多国籍企業の現地における組織能力は,現 地事業会社の社員が,本 社から移転されて くる

知識を吸収,消 化 し,そ れに基づいてオペレーションを行 う能力を身につけるとき形成 され

るとみなされる。派遣社員が 日本の事情に精通するには長期の駐在を必要 とし,日 本人より

もコス トがかかる存在である。かれ らが長期にわたって,オ ペ レーションを担当せざるをえ

ないようでは,競 争上の優位性を実現す ることはむずか しい。その意味において,日 本にお

けるユニ リーバの存立基盤の確立に,日 本人社員の能力開発は不可欠であった。経営者から

現場の担当者にいたる日本人社員が,ユ ニ リーバの経営知識を学習 し臨機応変,具 体的に展

開できるときに,競 争者に対する優位性は持続的に作 り出され る。

ユニ リーバは,日 本人社員の養成の課題を軽視 していたわけではな く,当 初よりその重要

性を認識 していた。 しか し,日 本人社員の リクルー トと能力開発において必ず しも成果を上

げていなか った。 日本人社員の多 くは,他 社の経験者,ミ ッドキャリアの人を中心として リ

クルー トされていた。そうした人材を必要 に応 じて場当り的に リクルー トし,多 様な人材開

発プログラムで教育,訓 練を していた。主 として派遣社員が,オ ンザジョッブを通 じて,ま

た人材養成プログラムを設けて教育訓練を担当した。それ とともに,ユ ニ リーバ本社の所有

している,フ ォーエイカーズ(FourAcres)を はじめとする研修機関を利用 した。また,第

3国 における子会社 に派遣,そ こで管理者 としての経験をつむことによってユニ リーバが全

世界で共通 して実施 しているマネジメン トを身につける,セ コンドメントとよばれる方法も

とられた。 しか し日本人社員の育成のためのそうしたプログラムは,フ ァイナンス,コ マー

シャルなど一部では成果を上げたが,全 体 としては部分的にとどまり,ユ ニ リーバが日本で

存立基盤を打 ち立てるほどの成果を上 げることはできなかった。

ユニ リーバは,製 品ブラン ドを事業単位 として,市 場への参入,浸 透 を図る戦略をとるの

で,ブ ランド・マネジメン トの要員が多数必要であった。 しか しそうした人材は十分には養

成されず,そ れは懸案 として残されていた。それは,前 述 したように,事 業再構築のために

本社か ら多数の社員を派遣 し,駐 在させなければならなかったといった事実からも,裏 付け

られる。

ところで,ユ ニリーバの日本人社員の育成の課題は,同 社固有の問題というよりは,日 本

における外資系企業が共通 して直面 していた障壁であった。事実,諸 外国に比べて,日 本で

は外資系企業が,優 れた人材を リクルー トし,居 つかせること(retention)が,は るかにむ

ずか しか った。それは当時の日本においては,外 資系企業の社会的地位は日本企業よりも低

かったことに起因 した。また,次 のように,外 資系企業の経営 に対する適切な理解が行われ



82 第196巻 第1号

ていなか ったという問題 もあった。多国籍企業は日本子会社をいつ閉鎖するかも知れず,そ

のために雇用の安定が保証 されない。たしかに事実 として,そ うした企業があらわれたこと

があった。それは外資系企業の評判に不利な材料 となったと考えられる。さらには,短 期的

な成果のみで人事評価をするので,長 期勤続を求める人 には就職先として適 していないなど

と考えられていた。 したがって外資系企業は,優 秀 と評価される大学か ら新卒者を リクルー

トす ることが難 しかった。そうした事情の下では,人 材 に多大な教育投資を長期にわたって

行 うよりも,す でに一定の成果を上げ有能であるとの評価を得ているミッドキャリアの人材

をリクルー トするほうが合理的であると考えられたのであろう。

しかし1980年 代 に入ると,外 資系企業の社会的地位は除々に高まってきた。IBM,ネ スレ,

コカコーラな ど多 くの多国籍企業の子会社が大企業 となり,日 本経済における主要な担い手

としての地位を確立 した。そしてこれ らの企業の経営実態が正確に理解されるようになった。

また,日 本政府は,多 国籍企業の対 日投資は日本経済の活性化に必要であるといった見解を

もって,そ れを奨励 し始めた。 こうした変化は,い うまでもなく多国籍企業の,日 本 におけ

る人材の リクルー トにとって好都合であった。

ユニ リーバは,1980年 代後半の日本事業の再構築に際 して,日 本人社員の育成の遅れを取
16)り戻す必要を再認識 した

。 その解決策が,学 卒者の定期採用であった。それを成功 させるた

めには,就 職先としての魅力を作 り出すための種種の工夫が必要であったであろう。1986年

に学卒定期採用 は開始 された。同年6名 を,翌1987年 には15名 を採用 した。(表5)

表5日 本人学卒社員の定期採用

単位,人 数

学卒定期採用者 日本人社員総数
1986 5 790

1987 13 820
1988 n.a 910
1989 n.a 1,100

1990
'
n.a 1,220

1991 10 1,350

1992 4 1,200

1993 12 1,180
1994 29 1,100
1995 22 n.a

1996 17 1,120

1997 16 1,100

1998 15 1,100

1999 20 n.a

2000 9 n.a

2001 24 n.a

資 料 新入社 員の定期採 用数 は,日 本 リーバ㈱,『Lets』(社 内報),

各年6月 。

日本人 社員数は,E本 リーパ㈱ 『Lets』(社内報),(創 立35周

年記念号)よ り推定。
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その後毎年10名 以上の採用を継続 していった。そ して,こ うした若手社員の教育訓練 プロ

グラムを,組 織的に実施 していった。 これ ら新入社員は,2年 間の国内勤務の後,約 半数が

教育訓練プログラムが整備されているイギ リスヘ トレイニーとして派遣 された。このための

投資は,多 額 に上 ったと考えられる。 しか しその成果は除々に表われ,マ ーケティング要員

を中心 として,ユ ニ リーバの知識を日本で具体的に展開できる日本人社員が養成されていっ

た。

5新 規ブラン ド事業における学習

1970年 代後半 における日本事業の再構築を企てて進 められた多数の製品ブランドの導入は,

以下のように失敗 したもの も少 なからずみ られた。ヘアケアのシャンプー分野では,「 サ ン

シルク(Sunsilk)」 の不振の後,1984年 「ティモティ(Timotei)」 が導入された。「ティモテ

ィ」は急速に売 り上げを伸ばし,1987年 にはシャンプーにおける トップシェアのブラン ドと
　の

な った。マーケ ットシェアは13パ ーセン トに達 した。「ティモティ」は,フ ランスで開発さ

れたブラン ドであった。 ポー トサ ンライ ト(PortSunlight)の 研究所か ら基本的な製品フォ

ー ミュレーション(処 方)を 持ち込み,そ れを日本の消費者向けに修正 した。当時,自 然の

香 りと自然のイメージを求める日本の消費者のニーズに沿 うブランドとして,注 目された。

それまでに夜に行 っていた洗髪を,朝 に行 う消費者の生活習慣の変化の中で,北 欧のハーブ

の香りがするシャンプーとして人気を博 した。それをうたい文句 として,金 髪の少女をキャ

ラクターとする宣伝 もすこぶる好評を博 した。 しか し資生堂の 「スーパーマイル ド」など,

自然のイメージを商品に結びつけてアピールす る競合品が続々登場する中で,「 ティモティ」

の売れ行きは急速に下が り4パ ーセ ントになった。その不振は,急 速に変化する消費者のニ

ーズに基づいて製品開発を持続的に行うことにおいて,競 争企業に遅れをとったことに原因

があった。 こうした激 しい競争の下で営業部隊は,「 ティモテ ィ」の売 り上げを維持するた

めに販促金を過度 に用いた。その結果,流 通在庫が増加 し始めた。やがて小売店で値崩れが

起 こり,そ のブラン ドは崩壊 していった。

洗剤市場は大規模であり,ユ ニ リーバは日本市場への参入を長年うかがっていた。同社は

世界ブラン ドの 「サーフ(SUrf)」 と 「オモ(Omo)」 を持 っていた。 ポー トサンライ トの

研究所は,「 サーフ」を,日 本の開発担当者 と連携 しなが ら日本向けに開発 した。 それは,

1990年 に日本市場へ導入 された。 しかし製品性能に問題があり,失 敗に終わった。それは,

粉状の 「サーフ」が,日 本人が洗濯で使 う冷水の中では溶けに くか ったからであった。 日本

の消費者の洗剤の使用実態に対する知識が不十分なままで,開 発導入 したことに原因があっ

た。最低限15パ ーセン トのシェアをとることを目的として計画 された大規模なプロジェク ト
18)

であったが,結 果的にそのシェアは5パ ーセン トにも及ばなかったのである。
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しか しこうした例に見られるブランド・マネジメント展開における失敗を,短 期間に大量

に軽験 したことは,決 して無意味には終わらなか った。 こうした試行錯誤の過程で,先 に述

べた定期採用 された日本人社員を中心 として,マ ーケティング ・マネージャーが育 ってい っ

たのである。

6ブ ラン ド・マネジメントの組織的展開

日本 リー バ の 事 業 再 構 築 は多 大 な試 行錯 誤 を 伴 い つ つ も,1990年 代 に入 る と粧 業 品 市 場 で

地 位 を獲 得 して い く製 品 ブ ラ ン ドが相 次 い で 作 り出 され た。 従 来 ユ ニ リーバ は,ア メ リカ で

売 れ て い る もの は 日本 で も売 れ る と考 え る き らい が あ っ た。 い くつ か の 失 敗 を重 ね て,日 本

市 場 の 複 雑 さ に 気 づ い て い っ た。 そ う した 経 験 をふ ま え て,参 入 に 際 して,市 場 分 析 に大 き
19)

な エ ネル ギ ー を 投 入 す る よ う に な った。

こ う した プ ロセ ス で,ユ ニ リー バ が 最初 に大 規 模 で持 続 的 な成 功 を 収 め た の は,ヘ アケ ア

の 「ラ ッ ク ス ・ス ー パ ー リ ッチ(LuxSuper硲ch)」 で あ った 。 そ れ は,「 テ ィ モ テ ィ」 に代

る ブ ラ ン ドと して1989年 に導 入 さ れ た。 「ラ ッ ク ス ・ス ーパ ー リ ッチ 」 は,日 本 で 開 発 さ れ

20)
た ブ ラ ン ドで あ った 。 そ れ は 当 時 の女 性 の 間 に お け る 「ワ ン レ ン ・ボ デ ィ コ ン(Onelength

BodyConscious)」 の 流 行 の 中 で,長 い髪 の 毛 を 美 し く見 せ た い と い う消 費 者 ニ ー ズ を 捉 え

る企 て か ら始 ま っ た。 そ う した 製 品性 能 を持 つ シ ャ ンプ ー に,日 本 市 場 で長 年 に わ た り高 級

化 粧 石 鹸 と して の 地 位 を確 立 して い た 「ラ ック ス」 石 鹸 の ブ ラ ン ド名 を シ ャ ンプ ー に 活 用 す

る こ とが 企 て られ た の で あ る。 製 品 の基 本 的 な フ ォー ミュ レー シ ョ ンは,ポ ー トサ ン ラ イ ト

の研 究 所 が 中心 とな って 開 発 し,そ れ に基 づ い て 相 模 原 工 場 で生 産 が 始 ま っ た。

「ラ ック ス ・ス ー パ ー リ ッチ」 は,消 費 者 の ニ ー ズ を 常 に リサ ー チ し,そ の変 化 を 洞 察 し

な が ら,ほ ぼ2年 ご と に 改 良 新 発 売(relaunch)を お こ な って い った 。 技 術 革 新 の成 果 を 取

り入 れ,製 品 性 能 を 高 め る 一 方 で,「 ラ ッ ク ス」 ブ ラ ン ドが 約 束 す る高 級 感 あ る 商 品 と し
21)

て の 特 徴 を守 り続 け た。 「ラ ック ス ・ス ーパ ー リ ッチ 」 の シ ェ ア は,1992年 か ら着 実 に上 昇

して い き,1990年 代 末 に は シ ャ ン プ ー の トッ プ ブ ラ ン ドと な っ た 。 日 本 リ ー バ の社 内 報

『Let's』(1997年7月 号)は 次 の よ う に報 じて い る。 「ラ ッ クス ・ス ーパ ー リ ッチ」は,1997

年 に トッ プ シ ェア を 持 つ花 王 の 「メ リ ッ ト」 に 追 いつ き,1998年 に は そ れ を 引 き離 し にか か

り,1999年5月 に は11パ ー セ ン トに達 した。 ま た,『 石 鹸 新 報 』(1999年5月12日)は 次 の よ

うに 述 べ て い る。 「ラ ック ス ・ス ーパ ー リ ッチ」 は,ト ップ シ ェ ア ブ ラ ン ドに 成 長 した。 髪

の補 修 効 果 が ポ イ ン トで あ る。1989年 に発 売 され て,す で に10年 が た っ たが ,ロ ング セ ラ ー

ブ ラ ン ドの,花 王 の 「メ リ ッ ト」 を 追 い抜 い た。

こ う した ブ ラ ン ド ・マ ネ ジメ ン トは,次 の よ うな 粧 業 品 の フ ル ラ イ ン化 の 戦 略 に大 きな 成

果 を もた ら した。 「ラ ッ ク ス ・スー パ ー リ ッチ 」 に つ い で,「 モ ッズ ・ヘ ア(Mod'sHair)」
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単位 市場規模 は トン,各 社 シェアは%

年 市場規模 ユ ニ リー バ P&G 花 王 資生堂 カネ ボウ ライオ ン その他 シェア合 計

1975 40,095 3.6 2L3 16.5 6.6 30.6 21.4 100

1976 44,436 n.a 22£ 10£ 7.3 27.8 31.2 100

1977 49,012 n.a 20.6 12.4 6.2 25 35.8 100

1978 56,106 n訊 n.a 20 13.3 5.7 25.9 35.1 100

1979 58β75 n.a n.a 24.8 13.4 6 24 3L8 100

1980 61,770 n.a 冗.a 24.7 13.5 6 23.5 32.3 100

1981 64,188 n.a n.a 25.5 13 5.8 24 3L7 100
1982 68,138 n,a n.a 25.5 13.3 6.4 24.1 30.7 100

1983 72,758 n.a n.a 25.3 13£ 6.5 24.5 29.9 100

1984 75,820 n.a n訊 2a4 lag 6.6 24.5 29.6 100

1985 82,899 6.5 n.a 25.6 17.1 6.9 1L5 32.4 100

1986 86,466 6.6 n訊 26.4 1ag 6.8 1L1 32.2 100

1987 92,426 11.9 n識 25 15 7 11.1 30 100

1988 100,350 11.9 na 2翫1 15 6.9 11.2 29.9 100

1989 104,796 9.3 n.a 26 1駄8 5 12 27.9 100

1990 105,306 9 n.a 26 199 5.4 11.9 27.8 100

1991 106,040 8 na 24.3 19.2 5.9 n。a 42.6 100

1992 114,022 8.9 10 22 17.1 n.a 8 34 100

1993 120,430 8.5 9.6 21.1 16.3 n.a 7.7 36.8 100

1994 120,101 10 13.9 1&5 16.2 n.a 9.2 32.2 100

1995 12.4 13.2 20.1 13.2 n。a 10.1 31 100

1996 121,708 12.6 12.1 2α1 134 9.8 10.5 21.5 100

1997 113,157 14.2 113 20.2 14.5 10.4 10.9 185 100

1998 108,775 15.4 12.1 21.9 15.8 11.9 8.7 142 100

1999 104,790 13.4 11.6 20.7 172 12.9 8.4 15.8 100

2000 97,140 16.5 11.3 2α7 1乳5 12.9 9.8 11.3 100

資料 末包厚喜,2007年(矢 野経済 『マーケ ッ トシェア辞 典』各年)。

表7日 本 リー バ の 製 品 構 成(1997,1998年)

食 品 25%

粧 業 品

ヘ ア ケ ア 40%

75%

洗 剤,柔 軟 剤 10%

住 居 用 洗 剤 7%

ス キ ン ケ ア 8%

デ オ ド ラ ン ト 6%

ギ フ ト 3%

身 体 洗 浄 剤 2%

合 計 100% 100%

資料 次の資料 を用 いて作成 した。

1.粧 業 品の製品構成 内訳 は,次 による。『石鹸新報 』1998年9月16日,

「日本 リーバ,松 下 取締 役」。

2.食 品 と粧業 品の売 り上げ割合 は,次 によ る。『石鹸新報』1997年1月

29日,「1997年,日 本 リーバ全国代理店会」。

が若 年 者 市 場 に向 けて1998年,投 入 され た 。 ユ ニ リー バ の シ ャ ン プ ー市 場 に お け る地 位 は,

表6に 示 され る。ま た グ ロー バ ル ブ ラ ン ドで あ る ボ デ ィ シ ャ ン プ ー 「ダ ブ(Dove)」 が1999年

に投 入 さ れ,そ れ は2001年 に は ヘ ア ケ ア ブ ラ ン ドへ と拡 張 さ れ た 。 ス キ ンケ ア分 野 へ の参 入

は,ユ ニ リー バ が1987年 買 収 した チ ー ズ ブ ロ ー ・ポ ンズ(CheesebroughPonds)社 の 「コー

ル ドク リー ム(ColdCream)」,「 ワセ リ ン(Vaseline)」 の 獲 得 を 契 機 に 開 始 さ れ,当 初 よ り

成 功 裏 に 進 め られ て い た が,1998年 に導 入 され た 「ポ ン ズ ・ダ ブ ル ホ ワ イ ト」 は,導 入 して
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す ぐに トップシェアを握 る成果を収めた。1980年 代初頭に導入 されたホームケア製品の 「ジ

フ」,「ドメス ト」はすでに,1980年 代後半には有力 ブランドの地位を築いていたが,1990年
22)

代 に持続的に市場浸透に成功 していった。

粧業品が売 り上 げに占める割合 は,1997年 時点で,75パ ーセン ト(推 計)を 占めた。(表

7)全 体の売 り上げに占めるヘアケアの割合は40パ ーセ ントで,ユ ニ リーバの主力事業とし

ての地位を確立 していた。 これに対 して,か つての主力分野であった食品は25パ ーセ ントを

占めるに過ぎなかった。 しかもその売 り上げの過半は,1974年 ユニ リーバが買収 した リプ ト
23)

ン紅茶のブラン ドによって占め られることにな った。

この間の1994年 には,ユ ニ リーバの日本事業は黒字に転換 し,1998年 には累積損失を償却

した。(表2)こ うした成果は,日 本人社員が中心 となってブランド・マネジメントを組織

的に展開することによって実現 されるようになった。

7要 約 と 結

競合企業に対す る人的資源の劣位

日本におけるマーガ リンを中心 とする食用油脂市場へ参入 したユニ リーバにとって,日 本

の競合企業は同社経営陣の当初の予想よりもはるかに,手 ごわい存在であった。 日本企業は

流通において強固な地位を持っていたのみならず,製 品技術面において迅速にユニ リーバに

追従 してきた。こうした日本市場においてユニ リーバが存立基盤を打ち立てるには,ブ ラン

ドマネジメン トの組織的な展開が不可欠であった。その成否は,マ ーケティング部門をコン

トロールタワーとして,展 開される開発,製 造,広 告,営 業 といったプロセスにおける主た

る担い手である日本人社員の能力に大き く依存 した。 しか し日本人社員の育成は容易には進

まなかった。たとえ経営成績が上が ったとしてもそれは特別に優れた人の存在によるもので

あって,持 続的な組織能力の成果ではなかった。競合企業に対する持続的な優位性 を築けな

いままに,ユ ニ リーバの食用油脂の不振は続 いた。

事業再構築 と駐在社員の増派

1970年 代末から,ユ ニ リーバのグローバル経営に占める日本事業の重要性が高まってきた。

その規模がアメリカ市場に次 ぐ日本市場において,地 位を確立 しなければならなかった。ま

た,日 本企業の東南アジア進出に対抗するためにも,日 本 における地位を強化 しなければな

らなかった。こうした認識の下で,ユ ニ リーバは日本における事業の再構築 と投資の拡大に

乗 りだした。成長分野である粧業品市場への投資を一段 と拡大 し,洗 剤,ヘ アケア,ホ ーム

ケア,ス キンケア事業を中心として,多 数のブラン ドを投入 した。そ してそれを担 う多数の

派遣社員を,マ ーケティング要員を中心 として投入 した。1980年 代後半か ら1990年 代前半に
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かけて日本 に駐在 した派遣社員は,と りわけ粧業品ブランドの開発,市 場導入 と展開に大き

な役割を果た した。言うまで もなく,こ うした派遣社員は,日 本人社員に対 して,マ ーケテ

ィングを中心とする教育訓練を,オ ンザジョッブおよび各種の教育プログラムを通 じて実施

した。

日本人社員の定期採用の開始

ところで,ユ ニ リーバは,日 本人従業員の育成 には必ず しも成果を上げていなかった。と

くにマーケティングに通 じた管理者は不足 していた。1980年 代後半の日本事業の再構築に,

本社か ら多 くの派遣社員を送り込まなければならなかったことはこの事実 を物語 る。 もっと

も,日 本人社員の養成はユニ リーバだけの問題ではな く,日 本へ進出した多国籍企業一般の

課題で もあった。それは外資系企業の社会的地位が,日 本企業のそれよりも低 く評価 される

という環境の下で生 じていた。こうした事情は,1980年 代に入 ると除々に改善 され始あた。

こうした中でユニリーバは日本の優れた大学から採用するための工夫を凝 らし始めた。大学

卒業者を定期採用 し,そ うした若手人材 を養成するために,長 期的,計 画的,大 規模に投資

を続けることを企てた。そ して,1986年 か ら大学卒の定期採用を始めた。

組織的学習

1980年 代後半からの事業再構築のプロセスにおいて,失 敗 したプロジェクトも少なくはな

かった。こうした試行錯誤をユニ リーバは,短 期間に大量 に経験 した。これは,日 本人社員

の養成という観点か ら,と りわけブランド・マネジメン トの知識を獲得す る機会を与えたと

いう点で,大 きな意義を持 った。

ブ ラ ン ド ・マ ネ ジメ ン トの 組 織 的 展 開

1990年 代 に 入 る と,ユ ニ リー バ は,多 くの 製 品 分 野 にお い て持 続 的 な競 争 力 を持 ち始 め た。

1992年 の 改 良 新 発 売 を 契 機 にマ ー ケ ッ トシ ェ ア を 上 げ 始 め た 「ラ ック ス ・ス ーパ ー リ ッチ 」

は,ユ ニ リー バ の 日本 事 業 にお いて 成 功 モ デ ル と して 評 価 さ れ た 。 ヘ ア ケ ア製 品 の成 果 は,

さ らに1998年 の 「モ ッズ ・ヘ ア」 の成 功 へ と続 い た 。 ま た1999年,ボ デ イ シ ャ ンプ ー の 「ダ

ブ」 の導 入 に成 功 し,2001年 に は 「ダ ブ」 の シ ャ ン プ ーへ の エ ク ス テ ン シ ョ ンに成 果 を 収 め

た。 ス キ ンケ ア分 野 で ぽ,ユ ニ リー バ が1987年 買 収 した チ ー ズ ブ ロ ー ・ポ ンズ社 か ら継 承 し

た プ ラ ン ドの シ ェア が 伸 び る 中 で,新 た に 開発 した 「ポ ンズ ・ダ ブ ル ホ ワ イ ト」 の 導 入 に大

き い成 功 を 収 め た 。 ま た1980年 代 初 め に導 入 した ホ ー ム ケ ア 製 品 は,1980年 代 後 半 に そ の シ

ェア を 確 実 な もの に して い た。1997年 に は,粧 業 品 の売 り上 げ が総 売 り上 げ の75パ ー セ ン ト

を 占め た 。 そ の 間1994年 に は,営 業 利 益 は黒 字 と な り,長 年 の 累 積 損 失 は1998年 償 却 され た 。
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長期を要 した組織能力開発

多数の競争企業がすでに地位を固めている日本市場へ後発的に参入 したユニ リーバは,予

想をはるかに超える困難に直面 した。ユニ リーバの経営陣は,先 発の日本企業に対する,同

社の優位性を過度 に高 く評価する一方で,日 本における消費者と競争者を十分には理解 して

いなかった。

ユニ リーバがその優位性を日本で実現できるかどうかは,日 本における人的資源管理にか

かっていた。 しかし,人 的資源 において先発の日本企業 との間には大きい格差があった。優

れた人材をリクルー トし,育 成 し,長 期的コミットメントを引き出すことが,ユ ニリーバの

技術的 ・経営的優位性の実現 には不可欠であった。 この問題の解決は,日 本社会における外

資系企業に対する一般的な評価が低かったこともあり,容 易なことではなかった。 日本事業

の長い試行錯誤をへて,ユ ニ リーバがこの要請を戦略的課題として位置づけた時は,参 入か

らすでに20年 を経過 していた。すなわち,1980年 代後半 に入って,ユ ニ リーバは,長 期的観

点の下に,計 画的,組 織的に,日 本人従業員の採用 ・能力開発に本腰を入れて投資を開始 し

た。やがてブラン ド・マネジャーをコン トロールタワーとして,技 術優位性を実現できるよ

うになった。 日本の事情に精通 している日本人従業員が,ユ ニ リーバの経営を理解 しその優

位性を創造的に展開す るときに,ユ ニ リーバの組織能力ははじめて構築 されたのである。
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